２０．都道府県との災害時供給協定書標準様式について
協定書標準様式－１
災害時における医療機器等の調達業務に関する協定書

○○○を「甲」とし、○○○医療機器販売業協会を「乙」とし、甲乙間において、次のとおり協定を締結する。

（総則）

第1条 この協定は、○○○地方防災計画に基づき、甲が行なう災害時における医療機器等の調達業務に対する乙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。

（要請）

第2条 甲は、災害時における医療機器等の確保を図るため、医療機器等を調達する必要が生じたときは、乙に対し、協力を要請するものとする。

（要請事項の措置等）

第3条 乙は、前条の規定に基づき、甲から要請を受けたときは、要請事項について速やかに措置するとともに、その措置状況を甲に連絡するものとする。

（医療機器の範囲）

第4条 甲が供給を要請する医療機器の範囲は次の通りとし、乙において措置可能な品目及び数量とする。

（1） 医療救護活動に必要となる医療機器等

（2） その他、甲が指定するもの

（緊急要請）

第5条 第2条の規定による協力要請において、止むを得ない事情により、甲が乙と連絡を取れない場合は、甲は直接、乙の加入協会員に対し、協力を要請することができるものとする。
（医療機器等の引取り）

第6条 医療機器等の引き取り場所については、甲が指定するものとし、当該指定場所において品目及び数量を確認の上、甲はこれを引き取るものとする。

（搬送態勢の確保）

第7条 医療機器等の搬送については、乙が行なうものとする。ただし、乙の搬送経路の確保及び交通規制区域内の通行等について、甲は監督官庁との調整など必要な措置を講じるものとする。

（費用弁済）

第8条 引き取った物資の代金は、物資を災害救助法に基づく救助に使用した場合は甲が、それ以外の場合にあっては、提供を受けた者が負担するものとする。
（細目）

第9条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定めるものとする。
　（協議）

第10条 　この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈に疑義の生じた場合については、甲乙協議の上決定するものとする。

　甲と乙とは、本協定書を2通作成し、それぞれ記名押印の上、その1通を保有する。

　○○○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　甲　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　乙　　　住所

○○○医療機器販売業協会

代表者　　　　　　　　　　　印

災害時における医療機器等の調達業務に関する協定実施細目

○○○を「甲」とし、○○○医療機器販売業協会を「乙」とし、甲乙間において、次のとおり災害時における医療機器等の調達業務に関する協定（以下「協定」という。）実施細目を締結する。
　　（趣旨等）
第1条 この実施細目は、協定第9条の規定に基づき、協定の実施に関し必要な手続きその他の事項を定めるものとする。

　
（要請手続き）

第2条 協定第2条の規定に基づき甲が行なう医療機器等の調達要請は、次に掲げる事項を口頭、電話、ファクシミリ、電子メール等の方法で行なうものとし、事後、別紙様式1により乙に提出するものとする。
（1） 要請を行なった担当者の職、氏名

（2） 要請をする医療機器等の品目、規格、数量等

（3） 履行の期日及び場所

（4） その他必要な項目

　　　　　2.前項の要請は、○○○担当部局長が行なう。

　　　（協会員名簿等）

第3条 乙は、協定第5条の規定に基づく甲が行なう乙の協会員（以下「会員」という。）に対する要請のため、事前に会員の連絡体制（夜間ならびに休日における連絡体制その他必要事項を含む。）等を記載した名簿等を甲に届け出るものとする。また、その名簿に変更が生じた場合も同様とする。

　（要請事項の措置等）

第4条 乙は、協定第3条の措置にあたって、要請品目に欠品または数量不足が生じた場合、同種・同効の品目で代用することができる。

2．乙は、協定第3条の措置状況の連絡に当っては、次に掲げる事項を速やかに口頭、電話、ファクシミリ、電子メール等の方法で行なうものとし、事後、別記様式2により甲に提出するものとする。

　　　　（1）要請年月日

　　　　（2）供給（要請）品目、規格、数量等

　　　　（3）措置の状況

　　　　（4）その他必要な事項

　　　3．乙は、被災による損壊や交通の途絶等、不測の事態により医療機器等の確保、供給が困難な場合は、速やかに甲に通知するものとする。
　（費用弁償等）

第5条 引き取った物資の代金は、物資を災害救助法に基づく救助に使用した場合は甲が、それ以外の場合にあっては、提供を受けた者が負担するものとする。
　甲と乙とは、本協定書を2通作成し、それぞれ記名押印の上、その1通を保有する。

　○○○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　甲　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　乙　　　住所

○○○医療機器販売業協会

代表者　　　　　　　　　　　印

別紙様式－１
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　殿

○○○担当部局長
災害時における　　　　　　　　　供給要請書（第　　　　号）

　災害時における　　　　　　　　　　　の調達業務に関する協定第2条に基づき、次のとおり要請しました。

記

１．要請日時　　　　　　年　　月　　日　　　　時　　　分

２．要請品目

	品　　目
	規　　格
	包装単位
	注文数
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）要請品目に欠品又は不足が生じる場合、同種・同効の品目で代用することができます。

３．履行期日　　　　　　年　　月　　日　　　　時　　　分

４．履行場所

５．要請担当者

　　　　　　　　職・氏名

　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　FAX番号

６．備　　　考
以上

別記様式－２
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　殿

○○○医療機器販売業協会　印
　災害時における　　　　　　　　　　　　　の調達業務に関する協定第3条に基づき、　　　　年　　月　　日付（第　　　　号）の要請に対し、措置した内容は次のとおりです。

記

1． 供給品目

	　　品　　目
	規　　格
	包装単位
	注文数
	担当会社名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


2． 担当会社

3． 備　　考

　注：協定実施細目第4条に基づく○○○の要請に対する措置状況の報告は、本様式を使用し、明細は別紙により取りまとめて報告することができる。
以上

協定書標準様式－2
医療機器等の調達に関する協定書

○○県（以下、「甲」という。）と○○県医療機器販売業協会（以下、「乙」という。）とは、災害救助等に必要な物資（以下、「物資」という。）の確保を図るため、次のとおり協定を締結する。

（要請）

第１条　甲は、次に掲げる場合において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対し、その保有する物資の供給を要請することができるものとする。

（1）県内に災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき。

（2）県外の災害救助のため、国又は他の都道府県から、物資の調達の斡旋を要請されたとき。

（3）その他知事が特に必要と認めるとき。

（物資の範囲）

第２条　甲が乙に供給を要請する物資は、乙が保有する物資で、次に掲げるものとする。

（1）カテーテル、注射器、ダイアライザー等の医療機器

（2）その他、甲が必要とし乙が了解した物資

（要請の方法）

第３条　第１条の要請は、文書により行うものとする。ただし、文書により要請するいとまがないときは、口頭により要請し、事後、速やかに文書を交付するものとする。

２　やむを得ない事情により乙に連絡がつかない場合には、甲は直接乙の会員に対し要請することができるものとする。

（要請に基づく乙の措置）

第４条　乙は、第１条の要請を受けたときは、その要請事項について速やかに適切な措置をとるとともに、その措置の状況を甲に連絡するものとする。

（物資の引渡し）

第５条　物資の引渡し場所は、災害救助法に基づく救助に使用する場合は、甲が指定するものとし、甲は、当該場所で指定した職員等に要請に係る物資を確認させたうえ、乙から引渡しを受けるものとする。

２　前項によらない場合は、物資を使用する者が直接引渡しを受けるものとする。

（物資の価格）

第６条　物資の取引価格は、災害発生時直前における適正な価格（乙が引渡しのための輸送を行った場合は、その輸送費を含む。）とする。

（代金の支払）

第７条　引き取った物資の代金は、物資を災害救助法に基づく救助に使用した場合は甲が、それ以外の場合にあっては、提供を受けた者が負担するものとする。

（協議事項）

第８条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲と協議して定めるものとする。

（取扱窓口）

第９条　この協定の取扱窓口は、甲にあっては保健福祉部薬務課、乙にあっては、乙の事務局とする。

２　甲及び乙は、毎年度当初に、それぞれの取扱窓口の連絡担当者及び連絡手段等について、相互に確認するものとする。

（有効期間）

第10条　この協定は、甲乙いずれかからこの協定を終了する旨の申し出がない限り、継続するものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。

　○○○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　甲　　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　乙　　　住所

○○○医療機器販売業協会

代表者　　　　　　　　　　　印
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